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理事（財務担当） 箱田 規雄  

 高知大学は、人と環境が調和のとれた共生関係を保ちながら持続可能な社会の構築を志

向する「環境・人類共生」の精神に立脚し、地域を基盤とした総合大学として教育研究活

動を展開することを使命としております。 

 

 平成26年度においては、地域協働学部の設置計画が文部科学省に認可されました。高知

大学において38年ぶりの新設となる地域協働学部は、地域力を学生の学びと成長に活かし、

学生力を地域の再生と発展に活かす教育研究を推進することで、「地域活性化の中核的拠

点」としての役割を果たすことを目的としております。また、全学的な教育組織改組を進

めている高知大学としても、新学部設置を機に「地域の大学」としての一層の機能強化を

図る方針です。 

 

 このように新学部設置など新しい取組みを実施していくうえでも大学の財政基盤の安定

は不可欠ですが、我が国の財政状況の悪化もあり、国から交付される運営費交付金は法人

化以降、一定の係数を乗じた額が削減され続け、平成26年度は法人化時の平成16年度と比

較して効率化累計額で約8.1億円の予算が削減されており、財政面でも非常に厳しい状況

におかれています。 

 

  
 このような中、高知大学を支えてくれる多くの皆

さまに本学の財務状況を分かりやすくご理解いただ

くため、平成27年6月に文部科学大臣に提出いたし

ました平成26事業年度財務諸表等をもとに「財務レ

ポート2015」を作成いたしました。このレポートが

本学の現状への理解の一助となれば幸いです。今後

も管理的経費の見直しや積極的な外部資金の獲得な

どを通して財務基盤の強化を図っていく所存ですの

で、引き続きご支援・ご協力を賜りますようお願い

いたします。 



負 債 の 部 

〔固定負債〕 平成25年度 平成26年度 

資 産 見 返 負 債 8,363 9,179 

長 期 借 入 金 8,628 11,433 

長 期 リ ー ス 債 務 1,893 1,662 

そ の 他 234 255 

〔流動負債〕 

運営費交付金債務 2,403 1,235 

寄 附 金 債 務 1,840 1,751 

借 入 金 801 757 

未 払 金 6,074 3,309 

リ ー ス 債 務 546 607 

そ の 他 910 969 

負 債 合 計 31,699 31,161 

（単位：百万円） 

※各表においては、百万円未満を切り捨てて表示しているため、合計額が一致しない場合があります。 

 新病棟増築、総合研究棟、海洋コア総合研究センター増
築等により増となっています。 

■建物等  25,923百万円（9,346百万円増） 

 前年度において期末近くに入金となった長期借入金及び
施設整備費補助金等が減少したことにより減となっています。 

■現金及び預金  2,986百万円（2,326百万円減） 

対前年度 2,187百万円増 

純 資 産 の 部 

平成25年度 平成26年度 

資 本 金 26,536 26,536 

資 本 剰 余 金 7,939 10,424 

利 益 剰 余 金 6,599 6,839 

前中期目標期間繰越積立金 4,345 4,345 

目 的 積 立 金 796 811 

積 立 金 1,084 1,361 

当 期 未 処 分 利 益 372 320 

純 資 産 合 計 41,074 43,800 

負 債 純 資 産 合 計 72,774 74,961 

対前年度 538百万円減 

（センター債務負担金含む） 

（センター債務負担金含む） 

 病院再開発に伴う長期借入金のため増となっています。 

■長期借入金 11,433百万円（2,805百万円増） 

 新病棟増築等により資産見返運営費交付金等が増となっ
ています。 

■資産見返負債 9,179百万円（816百万円増） 

 新病棟増築に係る支払いが完了したことにより減となって
います。 

■未払金 3,309百万円（2,765百万円減） 

対前年度 2,726百万円増 

 総合研究棟新築や海洋コア総合研究センター増築等により
増となっています。 

■資本剰余金 10,424百万円（2,485百万円増） 

資産の部 負債の部 

純資産の部 

 新病棟増築等の竣工により減となっています。 

■建設仮勘定  220百万円（5,005百万円減） 

 海洋生物研究教育施設の土地の市場価格の著しい下落
等により減となっています。 

■土地  25,876百万円（63百万円減） 

 新病棟増築、総合研究棟、海洋コア総合研究センター増
築等に伴う設備備品の購入により増となっています。 

■工具器具備品  8,082百万円（1,544百万円増） 
 業務達成基準を適用した病院再開発整備事業や復興関
連事業等が完了したため減となっています。 

■運営費交付金債務 1,235百万円（1,168百万円減） 

平成26事業年度 財務ハイライト 

■ 貸借対照表の概要 ■ 
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資 産 の 部 

〔固定資産〕 平成25年度 平成26年度 

土 地 25,939 25,876 

建 物 等 16,577 25,923 

工 具 器 具 備 品 6,538 8,082 

図 書 ・ 美 術 品 3,342 3,348 

建 設 仮 勘 定 5,225 220 

そ の 他 445 781 

〔流動資産〕 

現 金 及 び 預 金 5,312 2,986 

未 収 入 金 3,122 3,326 

有 価 証 券 6,000 4,100 

そ の 他 271 315 

資 産 合 計 72,774 74,961 



費     用 

平成25年度 平成26年度 

教 育 経 費 1,446 1,570 

研 究 経 費 1,277 1,170 

診 療 経 費 9,545 9,998 

教育研究支援経費 464 408 

受 託 研 究 費 等 926 841 

人 件 費 15,279 16,150 

一 般 管 理 費 904 1,186 

支 払 利 息 172 168 

そ の 他 6 2 

経 常 費 用 合 計 30,023 31,497 

臨 時 損 失 14 78 

当 期 総 利 益 372 320 

計 30,410 31,896 

収     益 

平成25年度 平成26年度 

運営費交付金収益 8,235 9,527 

学 生 納 付 金 収 益 3,286 3,277 

附 属 病 院 収 益 15,626 15,668 

受託研究・寄附金等収益 1,490 1,519 

補 助 金 等 収 益 422 432 

施 設 費 収 益 191 173 

資産見返負債戻入 771 858 

そ の 他 378 399 

経 常 収 益 合 計 30,405 31,857 

臨 時 利 益 5 39 

目的積立金取崩額 - - 

計 30,410 31,896 

（単位：百万円） 

      教育経費 5.0% （4.8%） 

   研究経費 3.7% （4.3%） 

診療経費 31.7% （31.8%） 

教育研究支援経費 1.3% 

受託研究費等 2.7% 

一般管理費 3.8% 

支払利息 0.5% 

その他 0.0% 

運営費交付金収益 29.9% 

学生納付金収益 10.3% 
附属病院収益 49.2% 

受託研究・ 
寄附金等収益 4.8% 

補助金等収益 1.4% 

施設費収益 0.5% 

資産見返負債戻入 2.7% その他 1.2% 

経常費用 対前年度 1,474百万円増 

 新病棟増築に伴う減価償却費の増加、備品・消耗品の増
加により増となっています。 

■診療経費  9,998百万円（453百万円増） 

経常収益 対前年度 1,452百万円増 

 国家公務員給与臨時特例法に基づく国家公務員の給与
削減額と同等の給与削減終了に伴う人件費の増や業務達
成基準を適用した病院再開発整備事業や復興関連事業等
の完了により増となっています。 

■運営費交付金収益  9,527百万円（1,292百万円増） 

当期総利益 対前年度 52百万円減 

経常利益22百万円減、固定資産除却損や災害損失等による臨時損失が64百万円増、災害損失に係る施設費収益等による臨時
利益が34百万円増により対前年度52百万円減の当期総利益320百万円となっています。 
なお、国立大学法人の利益は企業会計とは異なる独特な会計処理により「運営努力による利益」と「資金の裏付けのない利益」と
に分けられ、当期総利益のうち「運営努力による利益」は、90百万円となっています。 

■ 

※各表においては、百万円未満を切り捨てて表示しているため、合計額が一致しない場合があります。 

 国家公務員給与臨時特例法に基づく国家公務員の給与
削減額と同等の給与削減が終了したこと等により増となって
います。 

■人件費  16,150百万円（871百万円増） 

人件費 51.3% （50.9%） 

※ （ ）内は平成25年度の比率 

■ 損益計算書の概要 ■ 
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平成25年度 平成26年度 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 2,692 3,455 

    原材料、商品又はサービスの購入による支出 △10,671 △10,857 

    人件費支出 △15,665 △16,602 

    その他の業務支出 △1,412 △998 

    運営費交付金収入 9,354 9,902 

    学生納付金収入 3,142 3,113 

    附属病院収入     15,439 15,501 

    受託研究・寄附金等収入 1,499 1,328 

    補助金等収入 643 1,602 

    その他の業務収入 363 465 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,578 △6,509 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,390 2,022 

Ⅳ 資金増加額 （又は減少額） （Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 503 △1,031 

Ⅴ 資金期首残高 2,769 3,272 

Ⅵ 資金期末残高 （Ⅳ＋Ⅴ） 3,272 2,241 

（単位：百万円） 

業務活動 対前年度 763百万円増 

 国家公務員給与臨時特例法に基づく国家公務員の給与
削減額と同等の給与削減終了等により増となっています。 

■運営費交付金収入  9,902百万円（548百万円増） 

投資活動 対前年度 2,931百万円増 

 有形固定資産の取得による支出が7,515百万円増となった
こと等により増となっています。 

財務活動 対前年度 632百万円増 

 キャッシュ・フロー計算書は、一会計年度における本学の資金の流れ（お金の出入り）の状況を一定の活動区分別に表
示したものです。 
 なお、損益計算書は発生段階での費用、収益を計上するのに対し、キャッシュ・フロー計算書は、現金の受払の事実を
表示しています。  

 設備整備費補助金及び国立大学改革強化推進補助金等
が増加したことにより増となっています。 

■補助金等収入 1,602百万円（959百万円増） 

 新病棟増築による長期借入金増加により増となっています。 

■長期借入れによる収入  3,561百万円（599百万円増） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

業務活動 ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － 

投資活動 ＋ ＋ － － ＋ ＋ － － 

財務活動 ＋ － ＋ － ＋ － ＋ － 

備 考 
資金が余ってい
る状態ではある。 

借入金等の返
済を業務活動で
補っている状況。 

国立大学法人で通常想定される普通
のパターン。 

一般的に、附属病院等で赤字が出る等、資金不足となっている危険なパターン。 

■参考 一般的な国立大学法人のキャッシュ・フロー計算書の読み方 （本学は③に分類されます。） 

■  

※各表においては、百万円未満を切り捨てて表示しているため、合計額が一致しない場合があります。 

 国家公務員給与臨時特例法に基づく国家公務員の給与
削減額と同等の給与削減終了等により増となっています。 

■人件費支出 16,602百万円（937百万円増） 

■ キャッシュ・フロー計算書の概要  
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平成25年度 平成26年度 

Ⅰ 業務費用 9,260 10,692 

    損益計算書上の費用 30,038 31,576 

    （控除）自己収入等 △20,778 △20,883 

 （その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ 損益外減価償却相当額 869 977 

Ⅲ 損益外減損損失相当額 66 62 

Ⅳ 損益外利息費用相当額 3 3 

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 5 22 

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 55 78 

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 △775 △78 

Ⅷ 機会費用 （※） 244 148 

Ⅸ 国立大学法人等業務実施コスト 9,729 11,906 

（単位：百万円） 

業務実施コスト 対前年度 2,177百万円増 

 国立大学法人等業務実施コスト計算書は、一会計年度における本学の業務運営に係るコストのうち、国民負担（税金）
分を明らかにしたものです。 
 損益計算書においても、費用によりコスト情報が開示されていますが、業務実施コスト計算書では損益計算書上の費用
から授業料や寄附金、受託研究等収益といった自己収入を除くことで国民負担分がわかるように示されています。 
 また、業務実施コストには、損益計算書の対象とならない損益外減価償却費や国からの無償借受による貸借料相当額
等の機会費用といったコスト情報も示しています。 

※ 損益計算書上の費用として計上されるものではありませんが、本学が国又は地方公共団体の財産を無償
又は減額されて使用することにより、本来国民が得られるはずの利益を失っていると考える、概念上のコストで
す。  

 定年延長による退職者の減、調整率の減少及び給与改定
による影響により減となっています。 

■引当外退職給付増加見積額  

△78百万円（697百万円減） 

 国立大学法人等業務実施コストを総人口126,896千人（平
成27年3月1日現在確定値（総務省統計局））で除した額で
国民の皆様お一人あたりにご負担いただいた額になります。 

■国民一人あたりの負担額  
93円（17円増） 

※各表においては、百万円未満を切り捨てて表示しているため、合計額が一致しない場合があります。 

 人件費や診療経費等の損益計算上の費用の増加により
増となっています。 

■業務費用 10,692百万円（1,432百万円増） 

■             ■ 
国立大学法人等業務実施 
コスト計算書の概要 
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財務データで見る高知大学 
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■ 運営費交付金 ■ 

〔運営費交付金の区分〕 

区分 概要 

一般運営費交付金 国立大学の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費 

附属病院運営費交付金 附属病院の一般診療に要する経費（本学は平成18年度より未交付） 

特別運営費交付金 
各国立大学法人の個性に応じた意欲的な取り組みや、新たな政策課題等
への対応を支援する経費 

特殊要因運営費交付金 
教職員の退職手当や建物新営・改修に伴う移転費、建物新営に伴う設備
の購入費等に充当される経費 

〔効率化（一般運営費交付金の削減）の推移〕 

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ H２６ 

効率化額 ― △78 △78 △77 △76 △77 △93 △87 △86 △76 △84 

効率化累計額 ― △78 △156 △233 △309 △386 △479 △566 △652 △728 △812 

（単位：百万円） 

・金額については、百万円未満を四捨五入して記載しており、合計と一致しない場合がある。 
・平成17年度～21年度：各年度△1％、平成22年度：臨時的減額（附属病院を有する法人）△1.4％、平成23～26年度：大学改革促 
 進係数（附属病院を有する法人）△1.3％ 

8,833  
8,712  8,691  8,555  8,593  8,535  8,556  8,489  

7,795  7,719  

8,307  

7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

8,400

8,600

8,800

9,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（単位：百万円） 

〔一般運営費交付金の推移〕 

526百万円減少 

※平成24・25年度については、効率化に加えて給与改定臨時特例法に基づく国家公務員と同等の給与削減相当額による 
 △691百万円の削減を含む。 

 国立大学法人等には、大学の業務運営の財源として運営費交付金が措置されています。運営費交付金は①
一般運営費交付金、②病院運営費交付金、③特別運営費交付金、④特殊要因運営費交付金の４つに区分され、
本学への平成26年度の交付額は、給与改定臨時特例法に基づく国家公務員と同等の給与削減相当額の影響か
ら前年度より548百万円多い9,902百万円となっており、大学全体収入の約29％（平成26年度決算ベース）に
相当し、大学運営に不可欠な経費となっております。 
 一般運営費交付金については、法人化以降、毎年度△１％～△1.4%削減され、平成26年度までに約812百万
円削減されております。本学では、これまでに引き続き経費抑制に努めるとともに多様な自己収入を確保す
るなど、一層の効率的な経営を目指してまいります。 

■ 国からの財政投入 ■ 
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■ 施設費等 ■ 

 国立大学法人等は、老朽化した建物の更新や耐震化などの施設整備に要する経費は国から施設整備費補助金
の交付を受けています。また、国立大学法人等の不用財産処分収入の一定割合等を財源とした国立大学財務・
経営センター施設費交付事業の交付も受けています。また、附属病院の施設・設備整備のため、国立大学財
務・経営センターより必要資金を借り入れております。 
 平成26年度の施設費の交付額は、老朽施設等の耐震整備に係る予算が前年度補正予算により措置されたこと
もあり、交付決定ベースで前年度より約575百万円減の543百万円となっております。また借入金については、
平成23年度からスタートした附属病院再開発事業の進行により前年度より600百万円増の3,562百万円となって
おります。 
  
 〔施設整備費の推移〕 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

施設整備費補助金 
 （うち予備費及び補正予算） 

485,564 
（0) 

752,718 
(500,720) 

4,375,937 
(3,140,579) 

1,117,757 
(504,020) 

543,180 
(0) 

 文教施設整備費 
 （うち予備費及び補正予算） 

485,564 
(0) 

702,718 
(500,720) 

3,711,726 
(2,537,660) 

1,117,757 
(504,020) 

543,180 
(0) 

 大学教育研究特別整備費・ 
 教育研究力強化基盤整備費  

50,000 61,296 0 0 

 大型特別機械整備費 
 （うち補正予算） 

0 0 
602,919 

(602,919) 
0 0 

国立大学財務・経営センター施設
費交付金 

56,000 56,000 56,000 56,000 56,000 

借入金 194,911 668,826 898,470 2,961,927 3,561,841 

合 計 
736,475 

(0) 
1,477,544 
(500,720) 

5,330,411 
(3,140,579) 

4,135,684 
(504,020) 

4,161,021 
(0) 

〔平成26年度に工事が完了した主な施設〕 

総合研究棟（医学系）新築  
岡豊キャンパス 

海洋コア総合研究センター増築 
物部キャンパス 

（単位：千円） 
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■ 外部資金受入額の推移 ■ 

  平成26年度の外部資金受け入れ額は、補助金において設備整備費補助金や国立大学改革強化推進補助金など
の交付を受けたことにより約762百万円の増加となっております。科学研究費補助金は、平成25年度と同水準を
保っております。運営費交付金が年々減少するなか、研究環境整備を維持充実していくためにも外部資金の重
要性は増しております。また、これらの外部資金獲得によって生じる間接経費は、法人の収入として経理され、
電子ジャーナル購入に充てるなど大学運営における基盤的経費として不可欠の経費となっております。高知大
学では、今後も外部資金獲得のための取組みを積極的に推進してまいります。 

〔外部資金の受入額〕 

384  493  539  490  491  

86  
59  

115  147  113  
356  

543  423  437  435  

592  

636  638  620  575  

598  

1,177  

637  769  

1,531  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

補助金 

寄附金 

受託研究 

共同研究 

科学研究費補助金 

（単位：百万円) 

2,016 

2,908 

2,352 2,463 

3,145 

〔科学研究費補助金等における間接経費の推移〕 

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

科学研究費補助金 91,168 127,446 130,302 120,176 118,071 

厚生労働省科学研究費
補助金 

4,500 3,000 2,050 3,135 1,453 

環境研究総合推進費
（環境省） 

1,290 510 

合 計 95,668 130,446 133,642 123,821 119,524 

（単位：千円） 
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■ 附属病院の財務状況 ■ 
 医学部附属病院は、昭和56年の開院以来築30年以上を経過しており、当時の医療構想で造られた建物は、構造的に狭
隘かつ老朽化が目立ち、先端医療、がん治療の実践等も困難な状況にあるため、新しい医療ニーズにマッチした病棟・診
療棟の整備が緊急の課題であったことから、概算要求を行い平成23年度から附属病院再開発を開始しています。 
 附属病院再開発は、総事業費200億円を超える事業であり、その多くを借入金で賄うことから、償還金の確保とともに老朽
化している医療機器の整備を進めるためにも附属病院収入の増収を余議なくされており、現在の医療等の体制を維持しつ
つ、更に充実し続けることが必要不可欠となっています。 
 附属病院の平成22年度以降の各種経営指標の推移は、以下のとおりとなっています。  

■ 附属病院収入 ■ 

（百万円） 

■ 入院患者数 ■  

（人） 

■ 外来患者数 ■ （／年） 

（人） 

■ 外来患者数 ■ （／日） 

（人） 

■ 附属病院経費 ■ 

（百万円） 

■ 手術件数 ■ 

■ 病床稼働率 ■ （／年） 

（％） 

（件） 

 （／年） 

 （／年） 

14,000  

14,702  

15,137  

15,439  

15,501  

0 5,000 10,000 15,000 20,000

H22

H23

H24

H25

H26

182,843  183,321  

178,835  

183,729  

178,034  

170,000

175,000

180,000

185,000

190,000

H22 H23 H24 H25 H26

262,568  
261,098  

259,574  

254,325  

247,247  

230,000

240,000

250,000

260,000

270,000

H22 H23 H24 H25 H26

1,079  
1,070  

1,060  
1,042  

1,013  

900

950

1,000

1,050

1,100

H22 H23 H24 H25 H26

0 5,000 10,000 15,000 20,000

H22

H23

H24

H25

H26

人件費 

材料費 

委託費 

設備関係費 

経費 

事項 H22 H23 H24 H25 H26

人 件 費 6,275 6,331 6,494 6,823 7,374

材 料 費 5,324 5,749 5,749 5,994 6,027

委 託 費 599 623 712 707 674

設 備 関 係 費 2,025 2,149 1,887 2,212 2,441

経 費 577 594 1,056 623 849

合　　　計 14,800 15,446 15,898 16,359 17,365

83.3  82.8  
81.0  

83.2  

80.6  

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

H22 H23 H24 H25 H26

5,098  

5,294  
5,333  

5,391  

5,246  

4,800

5,000

5,200

5,400

5,600

H22 H23 H24 H25 H26

0 

0 

0 

0 

0 



■附属病院セグメントにおける収支の状況 
 （平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

（単位：百万円） 

※各表においては、百万円未満を切り捨てて表示しているため、合計額が一致しない場合があります。 

（単位：百万円） 

■開示すべきセグメント情報（附属病院） 
■附属病院セグメントにおける病院収支の状況 
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 附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益
15,668百万円（85.1％）、運営費交付金収益2,127百万円（11.5％）、そ
の他625百万円（3.4%）となっています。また、事業に要した経費は、診
療経費9,998百万円、人件費7,374百万円、一般管理費217百万円、財
務費用157百万円、その他322百万円となり、差引350百万円の利益が
生じています。 
 附属病院セグメントの情報は以上ですが、これを更に、附属病院の期
末資金の状況がわかるように調整（附属病院セグメント情報から減価償
却費、資産見返負債戻入等の非資金取引情報を控除し、固定資産の
取得に伴う支出、借入金の収入、借入金返済の支出、リース債務返済
支出等の資金取引情報を加算）すると、下表「附属病院セグメントにお
ける収支の状況」のとおりとなります。 
 業務活動による収支残高は、3,962百万円となっており、対前年度比
1,465百万円増加しています。 
 収入増の主な要因としては、「運営費交付金収入」が対前年度比
1,659百万円の増収となっています。これは、業務達成基準による病院
再開発等整備事業として、追加工事や医療機器を整備したことで、当年
度以前の債務を収益化したことによるものです。 
 次に、「補助金等収入」が対前年度比505百万円の増収となっていま
すが、新病棟増築にかかる医療機器の整備、新病棟屋上に建設したヘ
リポート工事によるものです。 
 なお、「附属病院収入」においては、新規入院患者数が伸び悩んだ影
響により対前年度比42百万円の増にとどまりました。 
 支出増の主な要因としては、「人件費支出」が対前年度比512百万円
となっています。これは、臨時特例法による給与減額期間の終了、人事
院勧告に準じて実施した給与の増額、医療事務直営化による職員数の
増加等によるものです。 
 次に、「その他の業務活動による支出」が対前年度比322百万円の増
となっていますが、消費税増税及び新病棟にかかる備品費等の増によ
るものです。 
 投資活動による収支残高は、△5,813百万円となっており、対前年度
比2,065百万円減少しています。主な要因としては、新病棟増築にかか
る医療機器の整備による「診療機器等の取得による支出」が対前年度
比1,822百万円の支出増となっているためです。 
 財務活動による収支残高は、2,274百万円となっており、対前年度比
557百万円増加しています。主な要因としては、新病棟増築にかかる医
療機器の整備により「借入による収入」が対前年度比599百万円増加し
たためです。 
 「附属病院セグメントにおける収支の状況」の収支合計は423百万円で
すが、このほかに考慮されていない調整項目である未収附属病院収入
における期首期末の差額167百万円や、期末棚卸しに伴う洗い替え差
額12百万円、翌期以降の使途が特定されている各種引当金繰入額等
合計174百万円を控除すると、附属病院において翌期以降に事業に供
することが可能な期末資金残高は、80百万円となります。 
 これは、期中において消費税増税を踏まえた設備計画及び経費削減
策等を講じた結果によるものです。また、附属病院では、借入金により
施設・設備の整備を行っており、償還にあたっては附属病院収入を借
入金の返済に先充てすることとなるため、投資活動において資金的な
赤字が生じないよう運用しています。なお、収支合計の他に業務達成基
準を適用した病院再開発等整備事業に係る運営費交付金債務相当額
257百万円を確保し、既設病棟等改修工事及び再開発用設備に充てる
計画としています。 
 平成23年度から開始した病院再開発事業は、平成30年度までの長期
計画（第一ステージ～第三ステージ）のもと、平成26年度に第一ステー
ジである新病棟が完成しました。平成27年度後期より既設病棟及び中
央診療棟の改修（第二ステージ）が始まり、平成28年度以降、外来棟等
の改修（第三ステージ）も始まる計画となっています。従って、既設病棟
等改修の始まる平成27年度後期以降、大幅な収入減に対応していく必
要があり、再開発事業が終了するまでの間、年間およそ5億円程度を予
定している設備更新費の縮減等で対応していく必要があります。 
 このように教育、研究、診療業務の実施に必要な資金の獲得が厳しい
状況ですが、今後とも地域の高度医療を担う附属病院の使命を果たす
ため、いかに必要な財源を確保していくかが重要な課題です。 

　業務費用 　業務収益

　　業務費 17,693 　　運営費交付金収益 2,127

　　　教育経費 75 　　施設費収益 7

　　　研究経費 57 　　附属病院収益 15,668

　　　診療経費 9,998 　　受託研究等収益 127

　　　教育研究支援経費 1 　　受託事業等収益 60

　　　受託研究費 126 　　補助金等収益 46

　　　受託事業費 60 　　寄附金収益 19

　　　人件費 7,374 　　資産見返負債戻入益 327

　　一般管理費 217 　　雑益 36

　　財務費用 157

　　雑損 1

　業務損益 350

計 18,421 計 18,421

　Ⅰ　業務活動による収支の状況（A） 3,962

　　　　　人件費支出 △ 7,195

　　　　　その他の業務活動による支出 △ 8,548

　　　　　運営費交付金収入 3,188

　　　　　　附属病院運営費交付金 -

　　　　　　特別運営費交付金 169

　　　　　　特殊要因運営費交付金 251

　　　　　　その他の運営費交付金 2,767

　　　　　附属病院収入 15,668

　　　　　補助金等収入 732

　　　　　その他の業務活動による収入 116

　Ⅱ　投資活動による収支の状況（B） △ 5,813

　　　　　診療機器等の取得による支出 △ 2,446

　　　　　病棟等の取得による支出 △ 3,712

　　　　　無形固定資産の取得による支出 △ 11

　　　　　無形固定資産及び無形固定資産売却による収入 -

　　　　　施設費による収入 356

　　　　　その他の投資活動による支出 -

　　　　　その他の投資活動による収入 -

　　　　　利息及び配当金の受取額 -

　Ⅲ　財務活動による収支の状況（C） 2,274

　　　　　借入による収入 3,561

　　　　　借入金の返済による支出 △ 385

　　　　　センター債務負担金の返済による支出 △ 416

　　　　　借入利息等の支払額 △ 140

　　　　　リース債務の返済による支出 △ 325

　　　　　その他の財務活動による支出 -

　　　　　その他の財務活動による収入 -

　　　　　利息の支払額 △ 19

　Ⅳ　収支合計（D＝A+B+C） 422

　Ⅴ　外部資金を財源として行う活動による収支の状況（E） 0

　　　　　受託研究及び受託事業等の実施による支出 △ 187

　　　　　寄附金を財源とした活動による支出 △ 19

　　　　　受託研究及び受託事業等の実施による収入 188

　　　　　寄附金収入 19

　Ⅵ　収支合計（F＝D+E） 423



■ 財務指標の推移 ■ 

財務指標                算出式 
指標の意味 

H22 H23 H24 H25 H26 
増減 
（H26-
H25） 

同規模 
大学平

均 

流動比率 流動資産／流動負債 

126.2% 126.4% 119.1% 116.9% 124.3% 7.4% 114.2% 
１年以内に償還又は支払うべき債務に対して、１年以内に現金化が可能な流
動資産がどの程度確保されているかを示す。（数値が高い方が望ましい） 

自己資本比率 資本の部合計／総資産 

66.0% 64.5% 60.5% 56.4% 58.4% 2.0% 55.8% 
総資産に対する自己資本の比率で、資本構成により健全性を判断する指標で
ある。（数値が高い方が望ましい） 

人件費比率 人件費／業務費 

54.8% 54.3% 53.5% 52.8% 53.6% 0.8% 50.7% 
業務費に対する人件費の比率である。（数値の低い方が望ましい） 
 

一般管理費比率 一般管理費／業務費 

3.1% 3.1% 2.9% 3.1% 3.9% 0.8% 2.9% 業務費に対する一般管理費の比率である。管理運営を行う際の効率性及び管
理運営等に要する財源が確保されているかを判断する一指標である。（数値の
低い方が望ましい） 

経常利益比率 経常利益／経常収益 

4.4% 0.7% 1.5% 1.3% 1.1% △0.1% 0.8% 経常収益に対する経常利益の比率であり、事業の収益性を判断する一指標で
ある。（数値の高い方が望ましい） 
 

診療経費比率 診療経費／附属病院収益 

60.0% 61.9% 62.6% 61.1% 63.8% 2.7% 67.6% 
附属病院収益に対する診療経費の比率であり、国立大学法人附属病院の収
益性を判断する一指標である。（数値の低い方が望ましい） 

外部資金比率 （受託研究収益+受託事業収益+寄附
金収益）／経常収益 

4.2% 4.6% 4.7% 4.9% 4.8% △0.1% 5.3% 
経常収益に対する外部から獲得した資金の比率であり、外部資金等による活
動の状況及び収益性を判断する一指標である。（数値の高い方が望ましい） 

業務費対教育経費
比率 教育経費／業務費 

5.0% 4.6% 4.9% 5.0% 5.2% 0.2% 5.3% 

業務費に対する教育経費の比率であり、教育の比重を判断する一指標である。
（数値の高い方が望ましい） 

業務費対研究経費
比率 研究経費／業務費 

4.3% 4.5% 4.4% 4.4% 3.9% △0.5% 5.6% 

業務費に対する研究経費の比率であり、研究の比重を判断する一指標である。
（数値の高い方が望ましい） 

学生当教育経費 教育経費／学生実員（学部・大学院） 

243千円 233千円 248千円 258千円 281千円 23千円 264千円 
学生一人当りの教育経費。教育活動の活発さを判断する一指標である。（数値
の高い方が望ましい） 

教員当研究経費 研究経費／教員実員 
1,621千円 1,731千円 1,693千円 1,721千円 1,555千円 △166千円 2,412千円 

教員一人当りの研究経費。研究活動の活発さを判断する一指標である。（数値
の高い方が望ましい） 

耐用年数経過度 減価償却累計額／償却前償却対象資
産額 

45.6% 48.8% 47.6% 50.2% 44.0% △6.2% 48.8% 有形固定資産（土地、美術品・所蔵品を除く）のうち、減価償却がどの程度終
わっているかを示す数値。この数値が小さいほど残存価値が高く施設が新しい。
（数値の低い方が望ましい） 

※同規模大学は、医科系学部その他の学部で構成され、学生収容定員１万人未満、あるいは学部等数が概ね10学部未満の以下の25大学を指しま
す。 
 弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、富山大学、金沢大学、福井大学、山梨大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、鳥取大学、島根大学、
山口大学、徳島大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学 

Kochi University 
Financial Report 2015 12 



高知大学の取組み 

■ 新病棟（第二病棟）の完成 ■ 

Kochi University 
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 医学部附属病院は築30年になろうとしており、当時の医療構想で造られた本院は構造的に

狭隘かつ老朽化が目立ち、先端医療の実践や優れた医療人の育成に支障をきたす状況にあ

りました。 

 近年、深刻な医師不足問題や地域医療の崩壊などにより、県民に対する安心で安全な医療

供給体制の構築が喫緊の課題となっており、地域の中核的医療機関としての役割を果たすた

め、県民人口減等を踏まえつつ病院機能の充実・強化に視点を置いた基本理念「地域に密着

した先端医療の推進と医療人の育成」の下で、医学部再編に連動した病院再開発を計画しま

した。 

 その第１ステージとして新病棟の工事を平

成24年１月に着工、平成26年11月に完成し、

新病棟の名称は「第二病棟」としました。 

 第二病棟は地上７階建て（18,514㎡）、免震

構造であり、地震の強い揺れを軽減するため

の装置が設置され、患者さんは安心した療養

と治療を受けられます。第二病棟西側には、

地上から屋上まで続く避難スロープを設置し

ており、強い地震時に停止する恐れのあるエ

レベーターに代わる昇降手段となり、患者さん

を乗せた簡易ベッドでも通行が可能な構造に

なっています。 

 屋上にはヘリポートを設置しており、災害時

等に備え同階には医療ガス・無停電電源コン

セントを備えた処置室（緊急シャワー室）もあり、

ヘリポートから手術室へ搬送される被災患者

さんの緊急処置ができるようになっています。 

 また、集中治療室や周産母子センターの

ベッド数を増やし、手術を受けられた患者さん

や出産を迎えられるお母さんと生まれてこられ

るお子さんの治療をより手厚く受けられるよう

にしています。病室も患者さんのアンケート結

果を反映して個室率を上げ、27％とし、４人用

の病室にも、移動できる間仕切りを設けること

により、プライバシーが保たれるように配慮し

ました。 

 今後も診療のみならず、病院における教育・

研究環境の改善に努めてまいりますので、よ

り一層のご支援をお願いいたします。 

完成した新病棟（第二病棟） 

屋上に設置したヘリポート 

個室 



国立大学法人会計について 

■ 国立大学法人と民間企業の違い ■ 

活動の目的 利益の獲得 

民間企業 
利害関係者の利益最
大化、企業価値最大化 

目的とする 

国立大学法人 
公共的性格を有する教
育・研究などの推進 

目的としない 

 国立大学法人会計の目的は、国立大学法人等の財政状態及び運営状況を適切に反映した財務情報を作成し開示す
ることであり、原則として企業会計に基づき会計処理を行います。 
 しかしながら、国立大学法人会計は「公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採算制を前提としないこと」、
「国と密接不可分の関係にあり法人独自の判断で意思決定が完結し得ない場合があること」等の制度的特徴があるため、
企業会計原則に必要な修正を加えたものとなっています。 

国立大学法人会計
の独特な仕組み 

■ 収益の考え方 ■ 
 運営費交付金などの収入があった場合、まず負債に計上します（教育・研究などを行う義務の発生）。その後、教育・研
究などの業務の進行（期間の経過、業務の達成）に伴い、収益に振り替えていきます。この収益と業務の遂行にかかった
費用との差額が利益となり、業務の効率化や経費削減などで費用が抑えられれば、利益が増加します。 

国 国立大学法人 

運営費 
交付金など 

負債 収益 

利益 

実際に発生
した費用 

運営努力による利益 

教育・研究などを
行う義務の発生 

業務の進行（期
間の経過、業務
の達成） 

■ 損益均衡を前提とした会計処理 ■ 

 運営費交付金などで固定資産を取得した場合、固定資産と同額の運営費交付金債務や授業料債務などの負債を「資
産見返負債」に振り替えます。そして、毎期に発生する減価償却費に相当する額を、収益に振り替えていきます。 
 このように、国立大学法人は利益獲得を目的としていないため、その会計制度は、通常の業務を行えば損益均衡する
ような仕組みとなっています。 

固定資産 
3億円購入 

機械装置 
3億円 

預金 
△3億円 

資産見返負債 

3億円 

資産増加 資産減少 負債振替 

負債が3億円 

購入時点 

機械装置 
3億円 

費用 
0円 

減価償却費の発生 

1年目 2年目 3年目 

減価償却費 減価償却費 減価償却費 

1億円 1億円 1億円 

資産見返負債 

3億円 
収益 
0円 

減価償却費に併せ
て収益に振り替え 1億円 

収益 

1億円 1億円 

収益 収益 

1億円 1億円 

費用 収益 

1億円 1億円 1億円 1億円 

費用 費用 収益 収益 
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■ 資金の裏付けのない帳簿上の利益 ■ 

○ 収益の考え方  

 病院収入などは、対価を伴う業務収入のため一旦、負債に計上することなくそのまま収益に計上します。 

■ 国立大学法人の利益 ■ 

 国立大学法人は、民間企業と異なり株主のような営利目的の資本主が存在しませんので、利益を配当等として外部に
分配することはありません。また、国立大学法人の利益には、上記のように「運営努力による利益」と「資金の裏付けのな
い帳簿上の利益」の２つがあります。 
 「運営努力による利益」とは、業務の効率化による費用の削減や積極的な自己収入増加を図ったことにより発生した利
益であり、文部科学大臣に剰余金の使途の申請を行い、「経営努力認定」を受けた利益は目的積立金として整理され、
次年度以降中期計画の剰余金の使途に従って使用することが認められています。 

1年目 2年目 3年目 

減価償却費 減価償却費 減価償却費 

1億円 1億円 1億円 

購入時点 

機械装置 
3億円 

費用 
0円 

減価償却費の発生 

収益 

3億円 

患者さん 国立大学法人 

治療費 病院収入 収益 

利益 

実際に発生
した費用 

・運営努力による利益 

・資金の裏付けのない
帳簿上の利益 

○ 資産の取得に充てられた病院収入と減価償却費の差から生じる利益・損失 

 病院収入により資産を取得した場合には、以下のように資金の裏付けのない帳簿上の利益や損失が発生します。 

1億円 

3億円 費用 

収益 

1億円 1億円 0円 0円 

費用 費用 収益 収益 

利益2億円 損失1億円 損失1億円 

○ 借入金の償還期間と減価償却期間のずれから生じる利益・損失 

 附属病院の借入金は、病院収入により返済しますので、病院収益の一部が、毎年借入金の返済に充てられることにな
ります。他方、建物等の固定資産を取得した場合、毎年減価償却費が発生することになります。 

1～20年 21～30年 累計 

30億円を借りて、病棟を建設した場合 
返済期間：20年（均等返済） 
減価償却：30年（毎年定額） 

1億円 
1.5億円 

費用 収益 

1億円 
30億円 

0円 
30億円 

費用 費用 収益 収益 

利益0.5億円 損失1億円 損益0円 

当期未処分利益 
経営努力認定 

（文部科学大臣） 

YES 

NO 

目的積立金 

積立金 

経営努力認定を受けた利益で、次年度以降、中期計画で
定めた剰余金の使途に従って使用 

経営努力認定を受けなかった利益で、主に資金の裏付けの
ない帳簿上の利益 
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